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はじめに
トランプ大統領は2025年 ２ 月～ ５ 月にかけて、

IEEPA（国際緊急経済権限法）に基づく「中国・

カナダ・メキシコへの追加関税」と「主要国への

相互関税」、さらに1962年通商拡大法232条に基づ

く「鉄鋼や自動車などへの追加関税」を賦課し

た。ところが、米最高裁判所は26年 ２ 月20日、

IEEPAを根拠とする関税引き上げに対して違憲

判決を下した。

こ れ に 対 し て、 ト ラ ン プ 大 統 領 は 直 ち に

IEEPAの代わりに1974年通商法122条に基づく

10％の新関税を発動した。しかしながら、違憲判

決はトランプ関税の全体スキームだけでなく、日

韓EUな ど が 約 束 し た 対 米 投 資、 さ ら に は

USMCA（米国・メキシコ・カナダ協定）の見直

し交渉などに少なからぬ影響を与えることになる

と思われる。

１．�トランプ大統領は日本やEU及び韓国
などとの貿易交渉に合意

（１）主要国・地域との関税交渉の動きと課題

トランプ大統領は、麻薬・移民の流入の阻止の

ため、中国には2025年 ２ 月と ３ 月に10％ずつの計

20％、カナダとメキシコには ３ 月に25％の追加関税

を発動した。また、各国からの分野別の輸入に対

する関税賦課の動きとしては、 ３ 月に鉄鋼・アル

ミ、 ４ 月に自動車、 ５ 月に自動車部品に追加関税を

発動した。鉄鋼・アルミ及び自動車・同部品の追

加関税率は当初は25％であった。ところが、 ６ 月に

は鉄鋼・アルミへの関税率は50%に引き上げられた。

さらに、トランプ大統領は25年 ４ 月 ９ 日、57か

国・地域ごとに異なる相互関税を発動。日本には

24%という高率の相互関税を賦課した。しかし、

それにもかかわらず、 ４ 月10日からの90日間にお

いて相互関税を一時停止するとし、その代わりに

10％のベースライン関税を導入した。そして、90

日間の一時停止が切れる直前の ７ 月 7 日、日本を

含む14か国に書簡を送付し、 ８ 月 １ 日から新たな

相互関税の賦課を開始することを発表した（日本

への相互関税は25%に引き上げられた）。

トランプ大統領は ７ 月 ８ 日、1962年通商拡大法

232条に基づき銅の輸入に50%の追加関税、また

医薬品にも １ 年超の猶予期間を設けたうえで

200%の追加関税を賦課すると表明した（銅への

50%課税は ８ 月 １ 日から適用開始）。

７ 月 ９ 日には、ブラジルに50%の追加関税の賦

課を示唆し、 ８ 月 ７ 日から既存の10％のベースラ

イン関税に加えて40%の追加関税を適用した（た

だし、 ４ 割強の品目が対象外）。そして ７ 月12

日、EUとメキシコに ８ 月 １ 日から30%の追加関

税を賦課する旨を通告した。その後、メキシコへ

の30%の追加関税は90日間延長され、さらにカナ

ダへの追加関税は ８ 月から35％に引き上げられた

が、これらの措置は26年 ２ 月のIEEPAの違憲判

決により停止されることになった。

トランプ大統領は、25年10月14日から通商拡大法

232条に基づき木材製品に10～25％の追加関税率を

課税、11月 １ 日から中・大型トラックに25%の追加

関税率を賦課、さらに26年 １ 月14日に特定の半導

体へ25%の追加関税を課す大統領布告を発表した。

トランプ新関税や対米投資及びUSMCA見直しの動きと日本の対応
（一財）国際貿易投資研究所 研究主幹　高　橋　俊　樹
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（2）米中貿易交渉の推移

トランプ大統領と習近平国家主席は25年10月30

日、激化する米中対立を鎮静化するために韓国で

対面による首脳会談を行った。その成果を基に、

トランプ大統領は11月 ４ 日、「IEEPAに基づき中

国に課している相互関税率」と「合成麻薬（フェ

ンタニル）などの流入防止を目的に課している追

加関税率」を修正する大統領令を発表した。

また、同大統領令は中国がレアアースやそのほ

かの重要鉱物に対する輸出管理規則の適用の延

期・実質的な撤廃、大豆などの米国農産物の購

入、米国へのフェンタニルの流入阻止のための措

置の履行、などに約束したことを盛り込んだ。

具体的には、米国は中国への34％の相互関税

を、26年11月10日まで停止するが、ベースライン

関税の10％は引き続き適用することになった。そ

して、IEEPAに基づく中国へのフェンタニル関

税率は、25年11月10日以降において、それまでの

20％から10％に削減することになった。この他に

も、懸案となっていた米輸出管理規則上のエン

ティティー・リストなどに掲載される事業体が

50％以上所有する事業体（いわゆる子会社）も輸

出管理の対象とする「関連事業体ルール」の適用

を停止した。

また、米国通商代表部（USTR）は12月23日、

1974年通商法301条に基づく中国の半導体産業の

調査結果を公表した。同調査に基づき、USTRは

中国が国有企業などを通じて支配力を半導体産業

に行使することで公正な競争や市場原理に反して

いると結論づけた。これを受けて、18品目の中国

製半導体の追加関税率は25年12月23日から18カ月

間は ０ ％とし、27年 ６ 月23日から引き上げられる

ことになった。

（3）関税を15％まで引き下げる日米合意を発表

トランプ関税に関する日米貿易交渉は難航した

が、日本時間の25年 ７ 月23日に合意に達した。ト

ランプ大統領は日本に対して自動車関税と相互関

税を15％に引き下げ、日本は５,500億ドル（約80

兆円）の対米投資の実施に合意した。

日米合意に関する日本側発表によると、米国が

日本から輸入する自動車の関税率は、既存税率で

あるMFN税率の2.5％と追加関税率の12.5％を足

し上げた15%になる。同時に、自動車や鉄鋼及び

銅・木材製品などを除いた日本からの輸入品に対

する「相互関税」を25％から15％に引き下げるこ

とになった（含：MFN税率）。

また、25年 ７ 月に日本側が発表した日米合意の

中に、半導体や医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、

航空、エネルギー、自動車、AI（人口知能）/量

子等の ９ つの戦略分野への日本企業の対米投資の

促進に約80兆円の出資・融資などの枠を設けるこ

とが盛り込まれた。

一方、25年 ９ 月に署名された日本の対米投資に

関する覚書の中では、経済安全保障上の利益を促

進する分野として、医薬品、金属、重要鉱物、造

船、エネルギー（パイプラインを含む）、AI、量子

コンピューティングがリストアップされた。そし

て、覚書は日米両国間の行政上の理解であり、法

的拘束力のある権利・義務を生じさせず、相互の

書面同意でいつでも修正できることが記載された。

２．�IEEPAの違憲判決がもたらす影響と
対応

（1）�IEEPAから1974年通商法122条への移

行で何が変わるか

IEEPA（国際緊急経済権限法）は、「大統領が

国家安全保障や外交政策及び経済に重大な脅威が
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あるとして緊急事態を宣言した場合、大統領権限

を行使できる」と規定している。最高裁の判決

は、IEEPAの規定における緊急時の大統領権限

の中に関税引き上げの行使は含まれないと判断し

たことを意味する。

最高裁でIEEPAの関税への適用で違憲判決が

下されたため、当然のことながら、麻薬・移民流

入での中国やカナダ及びメキシコへの追加関税、

さらには70か国・地域に対する相互関税措置が停

止された。なお、最高裁は徴収された関税の返金

については何も言及していない。今後の返金手続

きに関しては、国際貿易裁判所（CIT） などが中

心になって対応することになると思われる。

トランプ大統領は最高裁判所の違憲判決後

（2026年 ２ 月20日） において、表 １ のように、

1974年通商法122条に基づき全ての国を対象に150

日に限定した10％の新関税を ２ 月24日から賦課す

ることを表明した。その翌日の21日、トランプ大

統領は10％の関税を15％に引き上げることを発表

した。

1974年通商法122条は、「巨額かつ重大な国際収

支赤字に対処するため、大統領はいつでも、従価

で15％を超えない範囲の輸入課徴金あるいは輸入

割当などの規制措置を、150日を限度に賦課でき

る」、と規定している。米国が重大な国際収支赤

字の危機に直面しているかどうかは論争的であ

り、IEEPAのように訴訟の対象になると思われ

るが、150日という限定的な活用に留まるとすれ

ば、この ５ カ月の間で訴訟から判決までをこなす

ことは難しいと考えられる。

1974年通商法122条の発動により、26年 ３ 月19

日の時点では、10％の関税が賦課されているが

（将来的には15％もあり得る）、この関税率は一

般的な関税率であるMFN税率に上乗せされて課

税されることになる。このため、繊維製品などの

ように少し高めのMFN税率が課せられているEU

からの輸入品に、10% （or15％）の新関税率が上

乗せされたならば、その合計関税率は米国が2025

年 ７ 月にEUとの間で合意した相互関税の上限で

ある15%を上回る可能性もある。つまり、このよ

うなケースは米EU貿易協定の合意と整合的では

ない可能性があり、EUは通商法122条による新関

税に懸念を表明している。

また、日本の赤澤亮正経済産業大臣は26年 ３ 月

６ 日、米国のハワード・ラトニック商務長官と会

談し、122条関税措置に関して日本の扱いが日米

合意より不利にならないようにすること、関税率

の10％から15％への引き上げは日本を対象としな

いことを申し入れたことが報道されている。

表 1　IEEPAから1974年通商法122条へ移行

(資料)　各種資料より作成

IEEPA（国際緊急経済権限法）：
2026 年２月 19 日時点

1974 年通商法 122 条：
2026 年２月 24 日～

＊移民・麻薬の流入阻止に追加関税 ＊ 26 年２月 20 日
中国：10％ 150 日を限度に、全ての国に 24 日から
カナダ：35% 10％の追加関税の賦課を表明
メキシコ：25％ ＊ 26 年２月 21 日
＊相互関税 150 日を限度に、全ての国に 24 日から
中国：34% の相互関税の内、 15％の追加関税の賦課に変更することを表明（調整中）
24% は 2026 年 11 月 10 日まで停止、15% は既存の MFN 関税に加算される可能性がある
ベースライン関税の 10％は継続 ＊５か月以降
カナダ：０% 1974 年通商法 301 条や 1962 年通商拡大法 232 条
メキシコ：０％ などを追加発動か
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表 2　トランプ関税におけるUSMCA要件を満たした場合などの適用除外措置(2026年 2 月19日時点)

(資料)　各種資料を基に作成。

移民・麻薬で
カナダ・メキシコ・
中国へ追加関税

自動車への
追加関税

自動車部品への
追加関税

相互関税の
賦課

IEEPA に代わる
新関税の賦課

根拠法 国際緊急経済権限法（IEEPA） 1962 年通商拡大法 232 条 1962 年通商拡大法 232 条 国際緊急経済権限法（IEEPA） 1974 年通商法 122 条

適用除外
措置

USMCA で 北 米
産と認定された
カナダ・メキシ
コ産品の輸入に
対し、25 年３月
７日から追加関
税の適用対象か
ら除外

USMCA で 北 米
原産要件を満た
した輸入車は非
米国産部品の価
格に対してのみ
追加関税を賦課

USMCA の北米原産要件を
満たす自動車部品は、非米
国産部品の価格に対しての
み追加関税を課すためのプ
ロセスが確立されたと商務
長官が官報で発表するまで
追加関税の適用を免除：４
月 29 日、自動車部品を輸
入し米国内で自動車を製造
した企業は、１年目は自動
車価格の最大 3.75％、２年
目は 2.5％が還付されるこ
とを発表

鉄鋼・アルミ、自動車・同部品、銅、
医薬品、半導体、木材製品は相互
関税の対象外：移民・麻薬（フェ
ンタニル）の流入に伴う 25% の追
加関税を課しているカナダとメキ
シコは、相互関税措置から除外：
カナダ・メキシコには、移民・麻
薬での関税措置が終了した場合、
北米産と認められない製品には
12％の相互関税が賦課されるが、
USMCA の原産要件を満たしてい
る製品には引き続き関税は無税：
ロシア、北朝鮮等は対象外：25 年
４月 11 日、相互関税からスマホ、
パソコン、半導体製造装置等の除
外を発表

特定の重要鉱物：エネルギー及び
エネルギー産物：アメリカ国内で
栽培、採掘、または生産が困難な
天然資源や肥料：牛肉、トマト、
オレンジなどの特定の農産物：医
薬品及び医薬品成分：特定の電子
機器：自動車及び自動車部品：特
定の航空宇宙製品：スマートフォ
ン：カナダ及びメキシコにおける
USMCA 原産要件の準拠品：コス
タリカ、ドミニカ共和国、エルサ
ルバドル、グアテマラ、ホンジュ
ラス、またはニカラグアの免税財
として、ドミニカ共和国・中米自
由貿易協定の下で入国する繊維お
よび衣料品

（2）�150日限定の通商法122条に代わる根拠

法を模索

トランプ大統領は、最高裁で違憲判決が下され

た場合に備え、幾つかのIEEPAに代わる根拠法の

採用を検討していた。トランプ大統領は違憲判決

直後においては、迅速に発動できて使い易い根拠

法である1974年通商法122条を選んだと思われる。

トランプ大統領は10％の関税賦課を表明した ２

月20日、他国に公正な関税を課すために必要な

様々な調査には約 ５ か月必要であると発言。これ

は、ある意味では、1974年通商法301条や1962年

通商拡大法232条などの根拠法の調査を実施し、

その結論を出すのに ５ か月かかることを示唆した

ものであった。

実際に、トランプ政権は ３ 月11日、日中EUな

どの16カ国・地域に過剰生産能力に関して、翌12

日には、日本を含む60カ国・地域を対象に強制労

働に関して通商法301条に基づく調査を開始した

ことを発表した。

（3）�通商法122条の発動で根本的な北米戦略

の修正は必要か

IEEPAの関税適用への違憲判決が下され、

1974年通商法122条に基づく10％の新関税が発動

されても、根拠法が異なることから、通商拡大法

232条に基づいて課税される鉄鋼・アルミや自動

車・同部品への追加関税には影響はない。した

がって、自動車・同部品に適用されるUSMCAの

原産要件を満たした場合の関税減免措置には変化

はない。

一方、最高裁でのIEEPAの違憲判決により、

同法に基づく移民・麻薬の流入阻止のためのカナ

ダ・メキシコへの追加関税において、USMCA 

の原産要件を満たした場合の関税免除は停止にな

る。同時に、IEEPAに基づく相互関税の適用対

象から「鉄鋼や自動車及び医薬品などの分野」や

「カナダ・メキシコ」などは除外されたが、この

措 置 も 停 止 に な る。 し た が っ て、 こ う し た

IEEPAの違憲判決に伴う適用除外措置の停止が、

1974年通商法122条の発動でどうなるのかが企業

の今後の北米戦略の策定において重要なポイント

になる。

1974年通商法122条に基づく新関税措置は、表

２ の一番右の欄のように、特定の重要鉱物、エネ
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ルギー及びエネルギー産物、アメリカ国内で栽

培、採掘、または生産が困難な天然資源、医薬品

及び医薬品成分、特定の電子機器、自動車及び自

動車部品、特定の航空宇宙製品、スマートフォ

ン、さらにはカナダ及びメキシコのUSMCA原産

要件の準拠品、などの輸入に対する関税を免除し

ている。

すなわち、1974年通商法122条においても、自

動車・同部品などの1962年通商拡大法232条に基

づく特定分野への追加関税、及びUSMCAの原産

要件の準拠品、などを新関税の適用除外対象とし

ており、IEEPAにおける追加関税や相互関税の

賦課の適用除外措置と似たような仕組みが盛り込

まれている。

したがって、1974年通商法122条に基づく新関

税の発動により、日本企業のUSMCAを活用した

北米ビジネスに根本的な変化をもたらすことはな

いと見込まれる。

３．�米戦略産業への80兆円投資スキーム
はこれまでとは何が違うか

（１）�投資回収までの利益配分は日米半々もその

後は日米１対９

日米合意に基づく対米投資に関する覚書によれ

ば、「対米投資から生じる利用可能なキャッシュ

フロー（利益）は、みなし配分額に等しく分配さ

れるまで（投資資金の回収まで）日米で50％ず

つ、その後は日本10％、米国90%でSPVから分配

する」と記されている。この覚書の文言は、ある

意味では、投資資金の回収までの日本の利益確保

に配慮していると言えるものの、全体的には米国

側の利益分配を重視するスキームと考えられる。

また、米国が公表したファクトシートでは、対

米投資プロジェクトの決定はトランプ大統領が判

断することになっており、これが実際に行われれ

ば、日本企業の対米投資は受け身的なものになら

ざるを得ない。

日米合意に基づく対米投資は29年 １ 月19日まで

遂行されることになっており、日本は資金を提供

しないことを選択できるが、決定する前に米国と

協議することが盛り込まれた。一方、日本は日米

が指名した者からなる委員会での協議の場におい

て、プロジェクトの選択において一定の影響力を

確保できる可能性があるかもしれない。

（２）�トランプ大統領は日本に一層の対米投資促

進を迫るか

トランプ大統領は日韓EUの自動車関税や相互

関税をそれぞれ15％に引き下げる代わりに、日本

からは5,500億ドル（80兆円）、韓国からは３,500億

ドル、EUからは６,000億ドルの対米投資資金の拠

出の約束を取り付けた。

トランプ大統領は、IEEPAへの違憲判決によ

るダメージを打ち消すために、日本に対してむし

ろこれまで以上に80兆円の対米投資の実行や関連

投資を迫ってくると思われる。これに対して、日

本側は約束の実行を受け入れながらも、状況を判

断しながら対米投資を進めて行くことになると思

われる。

実際に、日本と米国は26年 ２ 月18日（日本時

間）、第 １ 弾目の対米投資の候補として、人工ダ

イヤモンド製造、ガス火力発電によるデータセン

ターへの電力供給、大型タンカーが接岸可能な原

油積み出し港建設、に取り組むことを発表した

（総額で360億ドル）。

一方、韓国は米最高裁でのIEEPAの関税適用

への違憲判決により、３,500億ドルの対米投資資

金の活用に慎重な姿勢を見せるかもしれない。韓
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国は2025年11月14日（韓国時間）、対米投資の覚

書に署名した。その内容は、ジェトロによれば、

投資委員会は事前に韓国の協議委員会と協議し、

商業的に合理的な投資（投資資金の回収が十分に

保証される投資）のみを米国大統領に推薦すると

している。

韓国の３,500億ドルの対米投資資金の中で２,000

億ドルは、外国為替市場の負担軽減のため、年間

200億ドルを上限に支出することになった。外国

為替市場の不安などが懸念される場合には、投資

の時期や規模の調整を要求することが可能である。

投資収益の分配に関しては、元利金返済までは

韓国と米国にそれぞれ ５ 対 5 の比率で分配され、

元利金返済以降は韓国と米国にそれぞれ １ 対 ９ の

比率で分配することになっており、日米で合意し

た対米投資に関する覚書の中身と同様と思われる。

韓国の１,500億ドルの造船関連分野への対米投

資に関しては、米国投資委員会が承認した事業に

ついて、韓国政府は支援することになっている

が、２,000億ドル投資のような収益分配方式は適

用せず、発生する全ての収益が韓国企業に帰属す

るとのことであった。

米最高裁における違憲判決後において、韓国の

対米投資に消極的な姿勢が見られるようであれ

ば、トランプ大統領は特定分野における関税の引

き上げや削減などを匂わせた硬軟合わせた戦略で

もって、米韓で合意した対米投資資金の確実な実

行を迫る可能性がある。

EUが合意した総額６,000億ドルの対米投資は、

日韓のように政府主導ではなく、欧州企業が主体

となって実行する性格が強いようである。また、

スイスは巨額な対米貿易黒字を計上しているが、

米国との貿易交渉の末、米国が課している相互関

税を15％まで引き下げる代わりに、米国の工業製

品などの関税を削減することに合意した。さら

に、スイス企業は2028年末までに２,000億ドル相

当の米国への直接投資を計画しており、IEEPA

の関税適用への違憲判決後も特に米国との貿易協

定に変更を求める姿勢を見せていない。

４．厳しい交渉が見込まれるUSMCA見直
しと日本企業の対応
（１）USMCA見直しにおける主要議題とは何か

米国とカナダ及びメキシコは、2026年 ７ 月 １ 日

にUSMCAの見直しを実施する。トランプ大統領

は、USMCAの見直しにおいて、メキシコに対し

ては、①第三国原材料の使用を奨励し米国のサプ

ライチェーンを侵害する政策の改善（迂回輸入の

阻止）、②労働者の権利保護の強化、③探鉱・採

掘での優先権の付与等のエネルギー分野を中心と

する国有企業優遇策の変更、などに関する交渉を

要求すると考えられる。

また、USMCA見直しにおけるカナダ・メキシ

コとの共通の主要議題としては、①自動車関連以

外の製品の原産地規則の強化、②米国から加墨へ

の生産拠点移転への罰則メカニズムの構築、③重

要鉱物の採掘、加工、リサイクル、製造の促進、

などが想定される。

これらの中で、トランプ大統領にとって重要な

テーマとしては、自動車以外の原産地規則の強化

や中国からの迂回輸入の阻止であるし、さらには

カナダ・メキシコへの生産拠点移転への罰則メカ

ニズムの構築、などを挙げることができる。

自動車に適用する原産地規則は、既に2020年 ７

月のUSMCAの発効の時点で強化された。発効か

ら ６ 年後のUSMCAの見直しでは、さらなる強化

を求めるものの、主眼は自動車以外の分野での原

産地規則の強化に移る可能性がある。つまり、ト
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ランプ大統領は自動車産業意外の分野において

も、中国からの部材を組み込んだ製品の迂回輸入

に歯止めをかけようとしていると思われる。

また、USMCA見直しの機会を利用して、カナ

ダの乳製品市場の解放やメキシコの資源エネル

ギー分野での国有企業優遇問題、及び労働者の権

利強化などの従来からの懸案事項も取り込んで議

論をしようとしていると思われる。

（2）�メキシコが中国などへの関税の引き上げを

実施

トランプ大統領はメキシコからの中国の部材や

製品の迂回輸入を阻止するため、トランプ第二次

政権の発足以来、常日頃からメキシコ政府に何ら

かの対応を取るよう迫ってきた。

これに対して、メキシコ連邦の上院と下院は

2025年12月、相次いで一般的な関税であるMFN

税率を引き上げる法案を可決し、メキシコと

FTA（自由貿易協定）を結んでいない国に対し

て、2026年 １ 月から適用する関税率を最大50%ま

で引き上げることを決定した。引き上げ対象は、

繊維・履物や鉄鋼・同製品、自動車・同部品、プ

ラスチック製品など合計１,463品目であった。

すなわち、メキシコは中国などのFTAを結ん

でいない国への関税を引き上げることで、中国製

品の迂回輸入の抑制を求めるトランプ大統領に一

定の配慮を示すとともに、USMCA見直し交渉に

おける効果的なカードを持つことになったと考え

られる。

このMFN税率引き上げは、メキシコとFTAを

締結する国の原産品に対しては適用されない。日

本はメキシコとの間で日墨EPAやCPTPP（環太

平洋パートナーシップに関する包括的および先進

的な協定）を締結しているため、日本から輸入す

る原産品にはこれらのFTAの特恵税率が適用さ

れる。

一方、中国のようにメキシコとFTAを締結し

ていない国から輸入する対象品には、最大で50％

まで関税を引き上げることになる。したがって、

このメキシコのMFN税率の引き上げは、中国部

材を組み込んだ対米輸出に一定の抑制効果をもた

らすと思われる。

（3）�メキシコへの生産移転に不満を抱くトラン

プ政権

トランプ政権はUSMCA発効後も、依然として

米国からメキシコへの生産拠点の移転が続いてい

ることに不満を抱いている。このため、トランプ

政権はメキシコへの生産移転を規制する強い措置

を検討している。

その一環として、グリアUSTR代表はUSMCA

の見直しにおける議題の一つとして、メキシコや

カナダへの生産や雇用の移転に対する罰則メカニ

ズムの構築を取り上げる可能性がある。

その場合、USMCA見直しにおいて予想される

生産移転に対する罰則としては、生産拠点の移転

を行い米国の雇用の減少をもたらした企業への関

税優遇措置の停止、移転企業の輸入品への追加関

税の賦課、などが考えられる。

（4）より厳格な原産地規則を求めるトランプ政権

トランプ政権は、USMCAには自動車以外の分

野において、前身のNAFTAの時代からの緩い原

産地規則が残っており、このため中国企業は中国

からの部材をメキシコで組み込み、USMCAを活

用して無税で米国に輸出することが可能になって

いると主張している。

すなわち、トランプ政権はUSMCAの自動車以
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外の分野における原産地規則の中に、自動車と比

べると緩い水準の「域内付加価値比率」が規定さ

れており、USMCA原産の認定が得やすくなって

いると指摘している。このため、USMCA見直し

では、自動車以外の分野における域内付加価値比

率の引き上げを要求する可能性がある。

同時に、トランプ政権はUSMCAの原産地規則

に中に、輸入部材が域内での少しの加工で原産品

扱いになる緩い「関税番号変更基準」が残ってい

ると指摘することが考えられる。現行のUSMCA

の関税番号変更基準においては、特恵関税の適用

を受けるには、多くの場合、輸入した「 ６ 桁の関

税番号の部材」が域内加工により「他の ６ 桁の番

号の製品」に変更されていなければならない。関

税番号変更基準においては、 ４ 桁から ４ 桁への関

税番号の変更の方が、 ６ 桁から ６ 桁への関税番号

の変更よりも難易度は高い。したがって、トラン

プ政権はUSMCA見直しにおいて、より難易度が

高い ４ 桁ベースでの「関税番号変更基準」の適用

品目の拡大を要求する可能性がある。

この他に想定される自動車以外の原産地規則の

強化策としては、特定工程基準（どの工程を域内

で行うかを指定する方式）の追加・厳格化、特定

部材の域内調達義務（モーター、半導体などを北

米産に限定）、累積ルールの制限（米墨加で加え

られた付加価値を合算できることを制限、重要部

材は累積不可）、化学品の「化学反応ルール」の

厳格化（軽微な反応は「化学反応」と認めない）、

などが考えられる。

（5）痛みを伴う延長か毎年の継続的な見直しか

USMCA見直しのシナリオは表 ３ のように、 ６

つほどに想定される。

第一に、現行の枠組みを変えずにさらに16年間

延長することが挙げられるが、この可能性は小さ

い。二番目は、自動車以外の分野での原産地規則

強化、自動車の原産地規則における米国原産基準

導入や賃金条項の強化など、カナダとメキシコに

大きな痛みを伴う形で合意の上、延長するシナリ

オが考えられる（可能性は中）。三番目は、少な

くとも １ つの国が延長に同意しない場合、最大で

10年の年次見直しが始まるシナリオである（可能

性は中）。

四番目は10年間の年次見直しで合意できなけれ

ば、USMCAは2036年 ７ 月 １ 日に失効するという

シナリオである（可能性は小）。五番目は、

USMCA見直しの交渉で合意できず、 ２ 国間協定

に移行するシナリオである（可能性は小～中）。

六番目は、USMCA見直しのプロセスにかかわら

ず、 ６ か月前の通知で脱退するシナリオである

（可能性は小）。

このように、USMCA見直しの今後のシナリオ

においては、二番目の「痛みを伴う延長」と三番

表 ３　 6つのUSMCA見直しのシナリオ

 (資料)　「USMCA Review 2026」CSIS、などから作成。

• 更新：現行の枠組みを変えずに USMCA をさらに 16 年間、2042 年までの延長に合意（可能性：小）
• �痛みを伴う延長：非自動車分野での原産地規則強化、自動車の原産地規則における米国原産基準導入や賃金条項の強化、

製造業・農産物への関税割り当ての賦課、などを強制的に盛り込んで合意（中）
• �毎年の継続的な見直し：少なくとも１つの国が延長に同意しない場合、最大で 10 年の年次見直しが始まる（原産地規則、

重要鉱物、エネルギー政策、デジタルトレード、中国等からの迂回輸入、労働者の権利保護（RRM 強化）、経済安全保障等）（中）
• 2036 年の期限切れ：10 年間の年次見直しで合意できなければ、USMCA は 2036 年７月１日に失効（小）
• ２国間自由貿易協定の開始：USMCA 見直しの交渉がうまくいかず、合意が難しい場合、２国間協定を検討（小～中）
• 脱退：USMCA 見直しのプロセスにかかわらず、34.6 条に基づき、６か月前の通知で脱退（小）
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目の「毎年の継続的な見直し」が実現する可能性

が相対的に高く、次いで五番目の「 ２ 国間自由貿

易協定の開始」の可能性が高いと見込まれる。

なお、2025年の時点においては、トランプ大統

領 の 過 激 な 発 言 も あ り、 ど ち ら か と い え ば

USMCAの見直しでは三カ国間での合意が難しい

との議論が優勢であったが（三番目のシナリオ）、

26年 ７ 月の共同見直しが近づくにつれ微妙に変化

し、二番目のシナリオに比重が移る可能性もあ

り、今後の動きが注目される。

（6）�日本企業の北米戦略の策定に必要なことは

何か

USMCAの見直しにおいて、日本企業が最も関

心のあるのは、原産地規則が大幅に改定されるか

どうかであるし、同時に、どのような形で原産地

規則の改定が行われるかである。

USMCA見直しでの原産地規則の改定として

は、付加価値比率の引き上げ、関税番号変更基準

の改定、特定工程基準や特定部材の域内調達義務

の追加、などが考えられる。もしも、こうした改

定が大胆に行われるならば、大幅な日本企業の中

国・アジアを含むグローバルサプライチェーンの

変更を促す可能性がある。

また、USMCA見直しでの労働者の権利保護を

目的とした労働執行権の強化は、メキシコに進出

した日本企業の北米事業へ影響を与える。米国か

らカナダとメキシコへの生産拠点移転への罰則メ

カニズムの構築も、日本企業に取って注目すべき

動きであると思われる。

したがって、日本企業の北米戦略を策定する上

で重要なことは、原産地規則の議論がどういう方

向に進むのか、あるいはUSMCA見直しのどのシ

ナリオの実現可能性が高いのか、を見定めること

である、さらには、それらの動きがどのように自

社のサプライチェーンに影響を与えるのかを的確

に分析・判断しなければならないことである。

一方、日本企業は日米合意に基づく80兆円の対

米投資資金を活用した米国への投資促進の可能性

を検討することも、USMCAの見直しと並行して

進めることが望まれる。また、IEEPAの関税適

用への違憲判決により、米国の中国やアジアの国

からの輸入品に対する高率の相互関税は停止さ

れ、一時的かもしれないが1974年通商拡大法122

条に基づく10％の新関税が適用されることになっ

た。日本企業は、これを踏まえた中国・ASEAN

等とのグローバルサプライチェーンの再編を検討

することも必要不可欠と思われる。
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魚津市と台湾板橋区MOU締結について

日本の人口減少が大きな社会課題となり、その

打開策の一つとして、交流人口・関係人口の増加

を図る動きがあります。魚津市はその対策の一つ

として台湾の新北市板橋区とのＭＯＵ締結を行い

ました。その内容についてご紹介します。

（1）インバウンド事業に向けた取り組み

魚津市は平成28年 １ 月より「魚津市台湾インバ

ウンド推進実行委員会（現・魚津市インバウンド

推進実行委員会）」を設立し、台湾を中心とした

インバウンド事業に取り組んできました。当初は

台湾への情報発信や、現地旅行会社への営業活動

をメインに行っていました。

令和 ４ 年新型コロナウィルスが猛威を振るって

いる最中、専門家も交え「第 ３ 次魚津市観光振興

計画」を策定しました。人口減少が進む中、魚津

市経済の維持発展のためにいかに交流人口・関係

人口が重要かを学び、本計画のコンセプトを「自

然と人と食・文化、多様な魅力を融合した 『地域

で稼ぐ』新観光ビジョン」と定めました。

域内消費拡大や魚津ファンづくりなど、持続可

能な観光地域づくりに向けた、観光施策の一環と

して、台湾の自治体とのMOU締結を計画しました。

令和 ５ 年から観光交流を行う台湾の244自治体

の調査を行い、その中から ２ 自治体に絞り込み、

令和 ６ 年から本格的視察訪問などの交流をスター

トしました。

そして、令和 ７ 年10月18日、新北市板橋区との

観光交流に関する覚書（MOU）の調印に至りま

した。

（2）持続可能な交流事業

観光、産業、教育、文化、スポーツなどの幅広

い分野における交流を通じて、さらなる発展と互

いの理解と連携を深めることを目指し魚津市は板

橋区との交流を行っています。

教育の面では魚津市の小学校に台湾から生徒が

来校しての交流や、オンライン会議システムを活

用した英語交流を行いました。教育分野での国際

交流を推進し将来的に国際交流を担う人材育成を

目指して、新北市政府教育局と魚津市教育委員会

とが教育分野の協力に関する覚書（ＭＯＵ）を締

結しました。

観光、産業の方面では、魚津市が板橋区のサ

マーカーニバルに出展し、魚津市の特産品（ホタ

ルイカ、加積りんごジュース等）の販売、観光

PRを行いました。

魚津市の産業フェア〇〇魚津では台湾ブース

（展示・飲食）を出展するなど、相互の交流を進

めています。

令和 ８ 年 ２ 月には新北ランランフェスティバル

に魚津市一行が訪れ、MOU締結記念碑の除幕式

を実施しました。MOU締結を記念して魚津市と

板橋区双方の市民が利用できる割引券を発表し、

４ 月から利用が開始されます。市民同士もこの

MOU締結に関心を持ってもらうための工夫がそ

こにはあります。

富山県は少子高齢化の波が訪れ明らかに人手不

足、人口減少を感じる状況となっています。この

まま地域が衰退するのを防ぐために関係人口・交

魚津市と台湾板橋区MOU締結について
富山県台北ビジネスサポートデスク（株式会社ジェック経営コンサルタント）国際業務課　高　原　真　理
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流人口の増加を図る事は日本中の地方自治体が直

面している大きな課題だと考えます。当社では魚

津市と板橋区との交流が持続的に発展していく事

を願い今後もサポートしていければと考えていま

す。

▲MOU締結記念碑除幕式の様子

▲板橋区での学校訪問の様子

▲魚津市板橋区が相互に発行した割引券
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１．はじめに
2026年 ２ 月 ６ 日から22日にかけて、イタリアミ

ラノにて冬季オリンピックが開催されました。中

国代表団は計15個のメダル、うち金 ５ 、銀 ４ 、銅

６ を獲得、海外での冬季オリンピック出場におけ

る最高成績を記録。

前回2022年北京オリンピックでは合計15個のメ

ダルを獲得、全体で ４ 位となり中国のWinter 

sportsのブームに火をつけた形へ。今回、中国人

のWinter Sportsについて説明したいと思います。

２．中国のWinter Sportsについて
■中国Winter経済の背景

Winter Sportsは長い間、地理的に中国の北方

という地域に限定されていた感がありました。

2015年、中国は2022年冬季オリンピックの招致に

成功し、中国人がWinter Sportsへの関心が大き

く膨らみ、比較的暖かい地域においてもWinter 

Sportsが認知され始めました。

■中国Winter経済の市場規模

「中国Winter産業発展研究報告（2025）」によ

ると、我が国のWinter産業の規模は2015年の２,700

億元（≒6.2兆円）から2024年には９,800億元（≒

22.5兆円）に増加、2025年には １ 兆元（≒23兆

円）の大台を突破する見込み。産業規模の拡大に

合わせ、Winter消費も上昇傾向にあります。

全国のスキー場での消費額も786億元（≒1.8兆

円）に達し、関連してスキー場周辺（ ２ キロ圏内）

の消費額も27.9%増加し、関連する小売、交通、

飲食などの業界にも波及効果として現れました。

■中国Winter経済の状況

2022年北京冬季オリンピックが開催されてから

2024年 ４ 月まで、中国のWinter　Sports参加者が

3.1億人に達したとの報道もあります。中国のスキー

人口も急成長し、2015年の１,030万人から2025年に

は２,605万人に倍増し、過去10年間の記録を更新。

スキー愛好者の増加率は高く室内スキー場も急

拡大。山東省・青島では国内最大屋内スキー場が

中国のWinter Sportsについて
北陸銀行上海駐在員事務所 秘書　陳　　　　　潔
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着工。総投資額9.7億元（約220億円）、延べ床面

積7.4万平方メートル。2027年末に完成する見込

みです。最大垂直落差37メートルの斜面に中・初

級コースを整備し、100室以上の客室を持つホテ

ルや商業施設も完備。プロスポーツから家族連れ

の娯楽、宿泊まで可能な総合施設として、年間30

万人以上の集客を見込んでいます。

中国華南に位置する広東省深圳の「前海氷雪世

界（室内スキー場）」が2025年年末にオープン

し、世界最大室内スキー場となったそうです。今

年の春節には、スキーはすでに広東省での新たな

トレンドとなりました。春節期間中、深圳華発前

海冰雪世界の屋内スキー場では、１ 日平均約６,000

人の来場者を記録しました。

図 1 、 2 　前海氷雪世界（室内）インターネットから
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■Winter Sportsの特徴

年齢分布から見ると、2000～2009年生まれが、

スキー場の主力で、特にスキーやスケート、ソ

リ、樹氷漂流、スノーモービルなどの挑戦的な冬

季スポーツに熱中。1980～1999年生まれは、家族

旅行（三世代）を主とし、親子の娯楽を満たすだ

けでなく、高齢者の観光需要も考慮しなければな

らない。彼らは氷雪観光と特色ある美食、民俗体

験、自然を組み合わせた複合型製品を好まれま

す。2010年以降の生まれは、マンツーマンのト

レーニングなど個別サービスを含むスキーコース

の熱が顕著に伸びています。

中 国 のWinterス ポ ー ツ 産 業 規 模 は2015年 の

２,700億元から2024年の９,800億元に増え続け、

2025年には １ 兆元（約23兆円）の大台を突破し、

中国ブランドも登場。欧米伝統ブランドがまだ主

流ではあるが、中国ブランドを選ぶ理由として下

記が考えらます。

1  �コストパフォーマンスが優れている。Burton等

単品で５,000元（≒115,000円）以上の輸入品に

比べて、中国産のブランドフルセットで １ 万元。

2  �ローカライズデザイン。アジア人の体型により適

合し、日常のコーディネートとトレンド要素

（例：中国風、ドーパミンカラーリング）を重視。

図 3  　前海氷雪世界（外観）インターネットから 図 4  　前海氷雪世界（外観）上海事務所撮影
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3  �技術革新。カーボンファイバー製スキー板、

スマート温度調節スキーウェア、独自開発の

防水透湿素材など、すでに量産化が実現。

4  �サプライチェーンが成熟してきている。（広東

電子、浙江紡織、新疆保温材などの産業クラ

スターを基盤に）

3．終わりに
筆者はスキーをする友達に確認したところ、子

供ずれはほぼ毎年スキーに行っていますが、基本

北京周辺で、スキー道具はその場で借りて、服な

どは自分で購入しているそうです。もう一人はベ

テランの方で、奥さんと毎年スキーに行きます。

中国以外でスイス等、極力毎年違う風景を見るよ

うに計画しているようです。

現在、パラリンピック開催中で、現時点まで中

国は ９ 金 ６ 銀 ８ 銅の成績で金メダル数と総合メダ

ル数ともに首位を獲得し、複数のメダル獲得記録

を更新。Winterスポーツにおいても、体が不自

由な人達が、自分の限界を超えてスポーツをする

姿に、心を打たれました。
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①�なぜ、留学先に日本の大学を選んだので
すか？
幼い頃から海外に憧れ、外国語の学習に力を入

れてきました。中学生の頃、いとこをきっかけに

日本語学習を始め、日本のアニメやゲームを通じ

て独学を続けた結果、大学 ３ 年生で日本語能力試

験N １ に合格しました。大学卒業後は海外留学を

考えており、言語面での不安が少なく、また日本

で好まれている味付けも中国・広東省の食文化と

近いと感じたことから、日本への留学を決意しま

した。

②�なぜ、就職先に日本・北陸地域の企業を
選んだのですか？
もともと海外で働くことに強い憧れを抱いてき

ました。その中で、日本語を習得していたこと、

そして会社から北陸地域で働く機会をいただけた

ことは、大きな後押しとなりました。

また、中国拠点勤務時に北陸地域のお客様を担

当するプロジェクトに携わる中で、自分の仕事が

現地で必要とされていることを実感し、大きなや

りがいと達成感を得ることができました。こうし

た経験から、北陸地域で働くことに強い魅力を感

じ、CCイノベーションに入社しました。

③�現在の就職先は、どのようにして見つけ
たのですか？ また、この企業に就職を
決めた理由は何ですか？
私の経歴は少し特殊ですが、2023年に当社が中

国・深セン市に新たな子会社を設立した際、開業

スタッフとして深センCCイノベーションに入社

しました。現地では立ち上げ期ならではの業務に

幅広く携わりましたが、2024年末に同拠点は閉鎖

となりました。その後、本部よりお声かけをいた

北陸企業で活躍する留学生OB紹介

你好！（こんにちは）
■プロフィール
名　　　　前：史　良鈺（シ リョウギョク）
母　　　　国：中国
来日した年：2019年
留 学 期 間：2019年～2022年
留学先大学：上智大学大学院
専　　　　攻：経済学研究科 環境経済学専攻
母国での専攻：経済学部 税収学
勤　務　先：株式会社CCイノベーション
配　属　先：経営戦略グループ
勤 続 年 数： 2 年 8 ヶ月（2026年 1 月時点）
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だき、2025年 ３ 月からはCCイノベーション本社

にて勤務しています。これまでの業務経験を評価

していただき、引き続き同社の一員として働く機

会をいただけたことを、大変ありがたく感じてい

ます。

④�就職活動に際して、大学からどのような
（留学生向けの特別な）支援がありまし
たか？ また、どのような支援があれば
よいと思いますか？
大学院 ２ 年次には、大学の留学生向け就職ガイ

ダンスや個別相談に参加しました。大学では「外

国人留学生就職支援シリーズ」として、日本企業

や採用試験への理解を深めるセミナー、先輩留学

生によるアドバイス会、留学生を積極的に採用す

る企業による学内合同企業研究会が実施されてい

ます。

一方で、ビジネス日本語と日常日本語には違い

があると感じており（例えば、敬語や謙譲語、

クッション言葉など）、留学生向けにビジネス日

本語に特化した講座がさらに充実すれば、より有

益だと思います。

⑤�職場では具体的には、どのような仕事を
されていますか？ 仕事には慣れました
か？ 仕事での苦労はありますか？
現在私は経営戦略グループに所属し、主に海外

ビジネスに関するプロジェクトを担当していま

す。海外市場の調査・分析や、現地法人設立に伴

う課題の整理・対応などに携わっています。

上司や同僚を含め、良い仕事仲間に恵まれてお

り、相談しやすい環境で働いています。加えて、

中国拠点で現地スタッフとして業務に携わった経

験があったため、入社前から担当業務について一

定の理解ができており、現在の仕事にも徐々に慣

れてきています。一方で、コンサルタントとして

仕事を進める上では高いコミュニケーション能力

が求められます。日本特有の「本音」と「建前」

の文化は、外国人にとって理解が難しいと感じる

場面もあり、クライアントとのやり取りの中で相

手の本音を汲み取ることに苦労することがありま

す。ただし、こうした本音を丁寧に読み取る力は

海外ビジネスにおいて重要であり、将来的には自

身の強みとして活かしていきたいと考えています。

⑥�大学で習得した専門知識や能力は活かせ
ていますか？ また、今後、どのような
キャリアを形成していきたいですか？
大学院で経済学の研究に取り組んだことで、論

理的に物事を考える習慣が身に付き、この点はコ

ンサルティング資料の作成において大いに役立っ

ています。

今後は、これまで培ってきた知識や語学力を活

かし、中国に限らず他国の海外案件にも携わりな

がら、海外ビジネスの分野で経験を積んでいきた

いと考えています。その上で、海外案件において

クライアントから信頼されるコンサルタントとし

て成長していくことを目指しています。

⑦�北陸（石川県）での暮らしはどうです
か？ また、休日はどのように過ごされ
ていますか？
石川県金沢市に住んでいます。生活面ではあま

り不便を感じません。昨年運転免許を取得したの

で、今年もし車を買うことができれば、生活の楽

しみもさらに増えると思います。

音楽が好きなため、まだ初心者ではあります

が、休日には楽器の練習をしています。天気の良
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い日には、友人が車を出してくれて、一緒に福井

県や富山県へ遊びに行ったこともあります。

⑧�日本・北陸地域で働いていく上で、困っ
たことがありましたら教えてください。
困りごとと言えるほどではありませんが、北陸

の気候にはまだ完全には慣れていません。小学校

から中国の広東省深セン市で暮らしてきたため亜

熱帯の気候に慣れており、北陸地域の冬は私に

とって非常に寒く感じます。また、冬になると除

雪作業が必要になる点も、少し大変だと感じてい

ます。ただ、こちらで一度冬を経験したことで、

最近は少しずつ慣れてきました。

⑨�留学生に北陸企業で就職してもらうに
は、どうすればよいと思いますか？
留学生に北陸の企業で就職してもらうために

は、まず北陸地域の企業について積極的に情報発

信することが大切だと思います。多くの留学生

は、どうしても東京や大阪といった大都市の企業

に目を向けがちで、北陸地域にどのような企業や

チャンスがあるのか知らない場合が多いからです。

そのため、インターンシップや企業見学会など

の機会を増やし、北陸企業の魅力や働くイメージ

を直接知ってもらうことが、効果的なアプローチ

になると考えています。

⑩�今後の北陸地域発展のためには、どのよ
うなことを行っていけばよいと思います
か？
今後の北陸地域の発展のためには、地域企業の

魅力を国内外に積極的に発信し、海外とのつなが

りを強化していくことが重要だと考えています。

北陸企業は高い技術力を持ちながら、海外に向け

た情報発信やブランディングが十分に届いていな

いケースもあるため、多言語での PR や海外市場

との接点づくりが必要だと思います。

また、留学生や海外人材が地域企業と関わる機

会を増やすことで、人材面での活性化にもつなが

ります。インターンシップや企業見学などを通じ

て海外人材との交流を広げることは、北陸企業の

将来的な海外展開にも繋がると考えています。

⑪�北陸企業への就職を希望する後輩へアド
バイスをお願いします。
まず自己分析をしっかり行い、自分の強みや興

味のある分野を理解しておくことが大切だと思い

ます。

ただ、たとえ理想の仕事や憧れの企業に入社で

きたとしても、実際に働き始めると、想像してい

た姿とのギャップを感じる瞬間は必ずあります。

それはとても自然なことで、誰にでも起こり得る

ことです。大切なのは、目の前のギャップや困難

に落ち込んだり不満を抱いたりするのではなく、

積極的に行動し、与えられた機会や環境を最大限

に活用する姿勢だと思います。

⑫将来の夢を教えてください。
簡潔に言うと、将来は海外ビジネスの架け橋と

なりたいと考えています。中国だけでなく、さま

ざまな国と関わるビジネスにも携わりたいと思っ

ています。

現在はAIツールが大きく進化し、機械翻訳に

よって言語の壁を越えることが容易になりまし

た。しかし、ビジネスにおけるコミュニケーショ

ンでは、単なる言語理解だけでなく、その国固有

の文化や価値観、交渉のスタイル、人の言葉の裏

にある微妙なニュアンス、さらに組織内の力関係
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定例報告

といった非言語的な情報を読み取ることが欠かせ

ません。また、ときには各国の政策や、交渉する

双方の企業の利害関係を踏まえた調整が必要とな

る場合もあります。

こうした領域こそ、AIの時代においても人が

担うべき海外ビジネスコンサルティングの価値で

あり、私が目指している姿です。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（以下は企業さま向け質問）

⑬�企業さまの求める人物像、留学生採用方
針、育成方針について教えてください。
（人物像）

高いインテグリティを備え、当社の企業理念・

ブランド理念に共感している人材。当社と同じ志

を持ち、人々の生活や社会をより良いものにする

ために、共に歩むことのできる人材を求めます。

（採用方針）

国籍に関わらず、上記人材像と合致し、地域社

会のために高い付加価値を提供していく人材を採

用します。

（育成方針）

両利きの経営を実現するため、地域に価値を提

供し事業戦略を実現・発展させていくためのプロ

フェッショナル人材を育成します。

⑭�働いている方のキャリアビジョン（将来
の理想像、理想の働き方や生き方など）
について、どのようにお考えですか？
キャリア型人事制度では、「キャリアは会社か

ら与えられるものではなく、自ら選択するもの」

と捉え、個々人のキャリア自律を促し、社員が成

長するための人材育成を中心に捉えています。

地域社会へ付加価値を提供しクオリティ向上し

ていくために、自分に何ができるのか、どのよう

な学びが必要なのか等を社員自らが考え、主体的

に行動し、地域社会と協業・協創してサービスの

向上を図ります。

⑮�留学生を採用するに際して、どのようなご苦労

がありましたか？

特にありません。

⑯�留学生は会社にとってどのような存在で
すか？ また、留学生にどのようなこと
を期待されておられますか？

・�日本、北陸と海外を当社サービス等で繋いで

いく役割

・�多様な文化を当社に取り込み、多様な人材が

活躍する組織を生み出す

⑰�上司としてのお立場から、ご本人の活躍
振りやご本人に期待している内容を一言
お願いします。
日本語の能力に優れているだけでなく、高いコ

ミュニケーション能力を有しており、自身の役割

を的確に果たしつつ、チームメンバーと円滑に連

携しながら業務を推進しています。特に海外案件

においては、その強みを発揮し、クライアントと

積極的にコミュニケーションを図ることで、高い

信頼を獲得しています。新しい業務にも臆するこ

となく真摯に取り組む姿は、周囲のメンバーにも

良い影響を与えており、今後の更なる成長を期待

しています。
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北陸企業で活躍する留学生OB紹介

⑱企業概要
会社名：株式会社CCイノベーション

本社所在地：石川県金沢市広岡 ２ 丁目12番 ６ 号

設立日：2021年 ６ 月10日

代表者：竹内　均

資本金： ３ 億 ７ 千 ５ 百万円

従業員数：176名（海外現法含む）

事業概要：�経営戦略策定、事務効率化、ICT活

用、人事制度・研修、事業承継・

M&A、海外市場調査及び販路開拓

などなど

友人と福井県立恐竜博物館に行ったときに撮った写真
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業務報告

えーじぇっく日誌、今後の予定
●えーじぇっく日誌● 2026年2月20日～2026年4月20日

開催場所内　　容

4 月20日 Warm TOPIC（ウォーム・トピック）　Vol.189発行 情報発信 −

4 月21日 韓国ビジネスセミナー（KOTRA名古屋館との連携事業） 組織運営 金沢

5 月19日-20日 第58回日韓経済人会議 組織運営 東京

6 月10日 2026年度 第 １ 回 海外現地情勢報告セミナー ～インド～ 情報発信 オンライン

6 月16日 北陸AJEC 2026年度定期総会 組織運営 金沢

●今 後 の 予 定● 2026年4月20日現在
開催場所内　　容

2 月20日 Warm TOPIC（ウォーム・トピック）　Vol.188発行 情報発信 −

3 月31日 北陸AJEC 第76回企画部会 組織運営 金沢

4 月 9 日-10日 2026年度 ベトナム政府高官との経済交流及び北陸企業の産業視察 組織運営 金沢・富山



Vol.189

2026年4月20日

制　作




